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第１次中期運動目標（2018 年度～2020 年度） 

テーマ「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」 

 
日本生産性本部設立当時に匹敵する決意のもと、労使の信頼と協力を基盤に生産性をめ

ぐる諸課題に取り組み、わが国経済社会の立て直しをはかる。このミッションを実現すべ

く、今後３年間を「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」に向けた集中期間とし、以

下に掲げる５つの柱のもと、運動を再起動する。 

 
注：★印は運動目標の設定にあたり新たな組織の立ち上げや新たな活動展開の方針を示したもの 

（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての組織体制の構築 

★①生産性に関わる人的ネットワークや研究体制を充実強化し、その成果を生かし政策 
提言活動、実践活動を展開。 

 ★②生産性をめぐる諸課題の研究・政策提言を目的とする「生産性常任委員会」の設置と、 
「本部発足６５周年大会」にむけた「第１回生産性白書」の編集・刊行。 

 ★③各業種や業態ごとの生産性をめぐる諸課題について知恵、情報、経験を共有する「生

産性プラットフォーム」を立ち上げ、マクロとミクロの両軸で生産性改革を推進。 

 

（２）社会経済システム改革に向けた合意形成活動の展開 

 ★①「社会ビジョン委員会」を設置し、雇用、人材、地方創生、社会保障システムの一体

的改革等に関する政策提言活動を強化し、新たな合意形成に向けた国民運動を展開。 
  ②多様な人材が活躍できる社会の実現に向け、ダイバーシティの推進や労使関係の健

全な発展等を通じ、働き方改革の推進とその国民的合意形成活動を展開。 
  ③基幹業務システムの提供等により、医療福祉ならびに社会保険分野を中心とした 

公的セクター等の生産性向上を支援。 

 

（３）日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成 

 ★①「イノベーション会議」を設置し、優れたベンチャー企業経営者を発掘するととも 
に、その活動の環境整備を促進。 

②グローバル時代に通用し組織の経営革新を実践するリーダーや中核人材を育成支援。 
  ③「日本アカデメイア」の活動を通じ、日本の将来を担う政治リーダーや各界中核層、

次代を担う大学生の育成を支援。 
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（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出 

①「サービス産業生産性協議会」を通じ、高い成長余力を持つサービス産業の生産性 
 向上にむけた活動を展開。 

  ②中小・サービス産業等の生産性向上にむけた経営コンサルティング、および地方創生 
や地域経営を支える人づくりの実践。 

  ③顧客の視点から経営全体を見直し、自己革新を通じて新しい価値の創出を促す経営 
品質活動を推進。 

 

（５）国際連携体制の構築 

 ★①生産性を軸とした欧米経営リーダーとの対話から着手し、欧米やアジア諸国との 
国際会議をはじめとした交流活動、研究活動の連携体制を段階的に構築。 

 ★②「日本アカデメイア」を舞台に新たに立ち上げる「軽井沢会議」を軸に、日米欧の 
知識人が集まり、討議し、グローバルアジェンダを発信する知的提言機関を整備。 

  ③日本的管理技術の技術移転等をはじめとする人的・知的交流の推進を通じ、アジア・ 
アフリカ地域の生産性向上を支援。 

 
 
 ２０１８年４月１日 

（２０１８年３月２２日定時理事会決議） 
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２０１８年度運動目標 
テーマ「生産性改革元年への決意と生産性運動の再起動」 

  
第１次中期運動目標（「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」）の初年度にあたる本

年度を生産性改革元年と位置づけ、以下の５つの柱を重点課題に掲げ、運動を推進する。そ

の際、「グローバル」「ネットワーク」「人材育成」を生産性運動再起動のキーワードとする。 

 
（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての組織体制の構築 

生産性に関するハブ・プラットフォーム化に向けて「生産性常任委員会」を発足させ、 
産官学の連携体制と生産性研究・提言機能の強化をはかる。また、それぞれの業種や業態

ごとの生産性をめぐる諸課題について知恵、情報、経験を共有する「生産性プラットフォ

ーム」を立ち上げ、マクロとミクロの両軸で生産性改革に取り組む。 
 

（２）社会経済システム改革に向けた合意形成活動の展開 

持続可能な社会経済システムを次世代に引き継ぐべく、「社会ビジョン委員会」を立ち 
 上げ、人材・雇用・地域・社会保障システム等の一体的改革に向けて合意形成活動を促 
 進する。また、多様な人材が働きがいを持ち、活躍できる社会の実現にむけ、ダイバー 

シティの推進に取り組む。 

 

（３）日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成 

  「イノベーション会議」を立ち上げ、優れたベンチャー企業経営者を発掘するととも 
に、その活動の環境の整備を促進する。また、「経営アカデミー」等を通じ、次世代経営 
者の育成に取り組むとともに、「日本アカデメイア」の活動のもと、次代の公共人材と日 
本の将来を担うリーダーを育成支援する。 

 
（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出 

「サービス産業生産性協議会」を軸に、ＧＤＰの７割を占め高い成長余力をもつサー 
ビス産業の付加価値生産性向上をはかり、地域の活性化を促す。産官学連携のもと、こ 
の取り組みに必要な経営指導を行い得る人材の育成に取り組むとともに、標準的な支援 
手法を策定し展開する。 

    
（５）国際連携体制の構築 

世界の先進国が一様に生産性の低下に悩んでいる現状を踏まえ、日米欧の経営リーダー

による生産性を軸とした「対話」「交流」「共同研究・調査」の枠組みの構築をめざす。 

 
２０１８年４月１日 
（２０１８年３月２２日定時理事会決議） 
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Ⅰ．公共政策事業 

 

１．日本アカデメイア 

常任塾頭 牛尾 治朗  ウシオ電機株式会社代表取締役会長 
常任塾頭 茂木 友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長 
常任塾頭 佐々木 毅  公益財団法人明るい選挙推進協会会長 

 
日本アカデメイアは、日本の将来を担う公共人材を各界が支え、リーダーシッ

プを涵養することを主たる目的とし、政治家、官僚と国民各界をつなぎ直し、日

本社会の各分野の知恵や経験を引き出し、人材を結集する「ハブ」として活動す

る。 
２０１２年４月に発足し、「政治リーダーとの交流会」や各界が集う「長期ビ

ジョン研究会」等を中心として、３カ年の活動を行った。この実績を踏まえ、２

０１５年４月より、継続的な活動としてスタートした。２０１８年４月より、第

３期目となる活動を行い、各界各層との結びつきを深め、より重層的なネットワ

ーク化の促進を目指す。 
 

２．新しい日本をつくる国民会議（２１世紀臨調） 

２１世紀臨調は、国民各界の有志による政治改革の推進を目的とした提言組

織であり、合意形成・運動組織である。わが国が、日本社会の将来ビジョンを構

想し、諸改革を進めることが求められている中、日本立て直しの国民運動を展開

する。 
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Ⅱ．生産性改革事業 

 
１．経営コンサルティング 

（１）経営コンサルティング事業 

生産性向上、働き方改革、地方創生、経営革新支援を行うべく、各金融機関の

開拓・深耕を行うとともに、経営品質協議会、サービス産業生産性協議会、日本

インダストリアル・エンジニアリング協会などの各組織との連携をより一層強

化した事業展開を図る。 

 
①総合コンサルティング領域 
中堅中小企業の全社的課題解決や企業価値向上に向けた支援を、これまで同

様積極的に展開し、連携する金融機関、再生支援機関、中小企業関係組織を増や

すとともに、関係強化を図る。経営改善計画策定、計画の実行支援、事業戦略の

再構築に加え、事業承継・経営承継、Ｍ＆Ａなどのテーマにも取り組み、中堅中

小企業の生産性向上支援を行う。 

 
②人事領域 
女性や高齢層の活躍推進に対応しつつ、多様性ある人材の活性化及び育成に

寄与する人事管理制度の構築支援や運用支援を中心とした活動を行う。人材育

成戦略の再構築、従業員のワークライフバランスの促進、同一労働同一賃金など

の課題対応を支援するコンサルティング活動に力を入れる。 

 
③生産革新・業務改善領域 
引き続き、製造業の生産革新と人材育成を支援するとともに、製造業への改善

指導実績を活かし、サービス産業（宿泊、小売、運送等）への業務改善支援も行

う。また、働き方改革に必要な企業の総合的な労働生産性向上の支援も行う。 

 
（２）グローバルコンサルティング事業 

日本企業のグローバル化を推進するために、国内でグローバル人材育成プロ

グラムを提供するとともに、ベトナムを中心にアジア地域へ進出した日系企業

のコンサルティング及び人材育成事業等を展開する。また、各国生産性機関との

アライアンスにより、経営コンサルタント養成、人材育成、生産革新・業務改善

をテーマにベトナム、シンガポール等の各国で事業展開を行う。 
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（３）経営コンサルタント養成事業 

国内で唯一の経営コンサルタント養成及びコンサルティング実施機関として、

経営コンサルタント・中小企業診断士の養成を通じて、中堅中小企業の経営革

新・企業価値向上支援を担う人材育成を図り、わが国産業の生産性向上の基盤づ

くりに貢献する。経営コンサルタント養成講座（３ヶ月コース）、中小企業診断

士養成課程の２コースを運営し、わが国を代表する経営コンサルタント養成機

関としての役割を果たすべく、カリキュラム・講師を常時見直し、コース内容の

質的向上を図る。 
優秀な診断士コースＯＢに対しては、部門横断で活躍の機会を提供していく

ことを心がけ、他の養成機関との差別化、ブランディングを図っていく。 
また、講座・診断士ＯＢの交流事業に関しては、メールマガジン配信やＯＢ交

流会を継続的に実施し、ＯＢネットワークの維持・拡大を図る。 

 
（４）企業内研修事業 

コンサルティング事業活動や経営コンサルタント養成講座で培われたテーマ

を研修カリキュラムに活かし、企業の課題対応に直結したソリューション型の

研修「エデュケーショナルコンサルティング」を個別企業に展開する。 
また、企業の革新や生産性向上に資するマネジメント教育や経営幹部の育成

支援を中心に、個別組織に最適な研修プログラムを提供する。 
 

２．サービス産業生産性向上 

（１）サービス産業生産性協議会“ＳＰＲＩＮＧ” 

代表幹事  茂木 友三郎 
         公益財団法人日本生産性本部会長 

 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長 
副代表幹事 橋本 和仁  国立研究開発法人物質・材料研究機構理事長 

東京大学大学院教授 
        松井 忠三  株式会社松井オフィス代表取締役社長 

株式会社良品計画名誉顧問 

  
日本のサービス産業のイノベーションと生産性向上を追求し、サービス産業

が抱える様々な課題解決のためのプラットフォームとして、サービス産業の「生

産性革命」を起こすべく、産学官連携の国民運動を展開する。 
２０１７年度にＳＰＲＩＮＧ創設１０周年を記念して発表した「１０周年宣

言」を深化させ、具体的に取り組む提言として公表する。 
ベストプラクティスの普及を目的としたシンポジウムを全国で開催する。あ
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わせて、ＳＰＲＩＮＧ会員を対象としたセミナーや見学会を随時開催し、ハイサ

ービス企業の紹介などの普及・広報活動を行う。 

 
（２）「日本サービス大賞」の実施 

日本の優れたサービスをつくりとどける仕組みを表彰する「日本サービス大

賞」の第２回表彰（第１回表彰は２０１６年）を行う。内閣総理大臣賞の他、各

関係大臣賞合わせて２０件程度の表彰を行い、日本を代表するベストプラクテ

ィスを共有し、サービス産業の発展につなげる。 

 
（３）サービス産業生産性向上支援活動 

本年９年目を迎えるＪＣＳＩ（日本版顧客満足度指数）事業では、３０業種 
４００の企業･ブランドを対象に顧客満足度を客観的に調査・分析し、公表する

ことを通じ、我が国のサービスの質的向上及びサービス産業の競争力強化をは

かる。調査データの販売や分析レポートの提供を通じ、個々の企業の経営革新を

支援する。 
セミナーやコンサルティングなどを通じ、サービス提供現場の業務基準書の

作成・運用を支援する「業務仕組み化ツール」の普及をはかり、企業の生産性向

上を支援する。 
２０１４年度から４カ年取り組んできた中小企業の次世代経営幹部育成事業

である「大人の武者修行」に引き続き取り組む。 
 

（４）レジャー白書 

１９７７年に国民生活の質の向上及びレジャー・サービス産業の生産性向上

に関する基礎資料として創刊された「レジャー白書」を、今年も刊行する。 
 

３．経営品質 

（１）日本経営品質賞委員会 

委員長 福川 伸次 一般財団法人地球産業文化研究所顧問 

 

日本経営品質賞は、わが国企業が国際的に競争力のある経営構造へ質的転換

を図るため、顧客視点から経営全体を運営し、自己革新を通じて新しい価値を創

出し続けることのできる「卓越した経営の仕組み」を有する企業の表彰を目的と

している。１９９５年の「日本経営品質賞」創設を皮切りに、本年度２３年目を

迎える。過去２２年間に２５８組織が申請し、４２組織が受賞している。 
２０１８年度より企業と顧客との関係に焦点を当てて審査し、独自性の高い

事業を推進していると認められた組織を表彰する「顧客価値革新賞」を創設し、



 8

大手企業へのさらなる働きかけを行うとともに、ＮＰＯを含む中小規模組織に

対する経営体質の改善・改革を通じて生産性の分子改善・改革に資する活動を展

開する。 

 
（２）経営品質協議会 

代 表 森田 富治郎 第一生命保険株式会社特別顧問 
副代表 泉谷 直木  アサヒグループホールディングス株式会社 

代表取締役会長兼ＣＥＯ 
副代表 片野坂 真哉 ＡＮＡホールディングス株式会社代表取締役社長 

 
顧客価値を創造・提供できる経営の実現を目的に掲げ、経営品質の普及を図る。

具体的には、２０１８年度より「ありたい姿」「現在の環境認識」「変革課題」を

組織として見える化できていると認められた組織を認証する「経営デザイン認

証」を創設し、事業承継に向けて、経営課題や自社の得意技・強みを明確化する

中小企業などのニーズに応え、研修、コンサルティングなどの取り組みに結びつ

けるとともに、メンバーシップの拡大を図る。 
 

４．自治体経営支援 

（１）行政経営品質向上事業 

地方自治体をはじめ公的セクターの生産性向上を目指し、行政経営システム

のクオリティ向上を支援する。そのため、各種自治体計画の基本となる総合計画

の策定支援や、トータルシステムの考え方を導入したマネジメント診断、さらに

は行政サービス向上の仕組み化にむけたトップの啓発や職員の育成、改善活動

の指導などを展開する。また、地域社会の持続可能性が危ぶまれるなか、行政経

営改革の方向性を提起しながら関係する自治体のネットワーク拡大に取り組む。 

 
（２）財政分析事業 

効果的・効率的な行政経営システムにむけ、地方自治体の財政分析（バランス

シート、行政コスト計算書、財政シミュレーションなど）や行政評価システムの

導入に関わる相談指導を行う。また、政府の主導により、統一的な基準である地

方公会計の導入が進むなか、固定資産台帳整備や公共施設等総合管理計画策定

の支援などを行う。 

 
（３）地方議会評価事業 

地方分権の進展に伴い、二元代表制の一翼を担う議会の役割が問われつつあ

ることをうけ、政策評価など議会機能を高めるなど議会改革の今日的意義を提
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起しつつ、議会評価モデルの構築などに取り組む。 
 

５．地方創生人材の育成 

国との連携のもと、地方創生の深化や地域企業・地方自治体の経営強化に資

する１５０程の eラーニング講座を核とする「地方創生カレッジ」を運用し、

地方創生を担う地域・専門人材の育成を図る。地方自治体や地域の経済団体、

大学、地方創生の実践者などとのネットワークの形成・強化を行いながら、マ

ネジメントやマーケティング、生産性向上、地域ブランディングなど「地方創

生カレッジ」を拡充・普及し、事業性の向上に取り組む。eラーニングと連動

する形で対面型講座を行うほか、ＷＥＢによる先進事例の紹介や情報交流など

を通じて、地方創生に取り組む人材の活躍支援を進める。 

 

６．海外技術協力 

（１）海外コンサルティングなど二国間協力事業 

国際機関や各国・各地域の政府機関、個別企業からの要請に基づき、コンサル

ティングサービスや人材育成プログラムを提供する。アジア生産性機構(ＡＰ

Ｏ)に加盟する生産性機関との二国間ベースでの事業協力の推進、ＡＰＯ未加盟

のミャンマーにおける生産性本部の設立支援に引き続き注力する。 

 

（２）海外技術協力事業 

「開発協力大綱」を踏まえ、技術協力事業対象国のニーズと日本企業の裨益を

考慮しながら以下の事業を実施する。 

 

①アジア地域における技術協力支援 

ＡＰＯや東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）などの国内外関係機関と連携し、

ＡＰＯ加盟２０カ国・地域に加えて、日本企業の進出が進むミャンマーなどの経

済発展を目的に専門家派遣などを実施する。 

 

②アフリカ・南米地域における技術協力支援 

２０１９年に横浜で開催される第７回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅦ）にむ

け、政府関係省庁、国際協力機構（ＪＩＣＡ）、アフリカ連合開発機構（ＡＵ－

ＮＥＰＡＤ）、汎アフリカ生産性協会（ＰＡＰＡ）等の内外関係機関と連携し、

アフリカにおけるカイゼンを通じた中小企業育成・産業振興、ひいては日本企業

のアフリカ進出の環境整備に資するよう、南アフリカ、ケニア、タンザニア、エ

チオピア、チュニジア、モーリシャス等アフリカ各国の支援を実施する。加えて

アルゼンチンに対しても生産性向上に関わる技術協力を２０１７年から開始、
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同国との連携に基づく中南米・アフリカでのカイゼン支援の広域展開を計画す

る。 

 

③ロシアにおける経済協力 

２０１６年来、日本政府が積極的に進めているロシアとの８項目の経済協力

プランに基づき、昨年度に引き続き、「産業の多様化と生産性向上」に関わる協

力として、ロシアＮＩＳ貿易会等と協力し、ロシア企業に対する生産性診断・改

善指導を計画する。 

 

７．生産性に関する調査研究 

マクロ・ミクロそれぞれの領域において、生産性に影響を及ぼす社会経済の変

化や生産性向上にむけた諸課題に関する実態を把握し、今後のあり方について

研究を行う。生産性改革を推進し、付加価値の増大を軸とした生産性向上による

成長と分配の好循環の実現にむけ、経済、組織、新技術、企業経営など多様な観

点で取り組む。また、生産性に関する統計の整備及び深化を通じ、わが国の生産

性の現状及び課題についてデータに基づいた分析を行う。 
 

（１）生産性に関する研究 

付加価値の増大に寄与する要因と生産性の関係を明らかにするため、顧客満

足度が生産性に与える影響や企業における付加価値の適切な測定、今日的な付

加価値分析フレームワークの検討などの調査・研究を行う。また、産業別の労働

生産性水準について主要国との比較の更新や生産性に関する学びの場の提供も

行う。 

 
①顧客満足度が生産性に与える影響についての研究 
日本生産性本部サービス産業生産性協議会（ＳＰＲＩＮＧ）が実施する日本版

顧客満足度指数（ＪＣＳＩ）調査結果のデータと企業の財務情報から得られる生

産性に関するデータを統合し、顧客満足度と生産性との関係を明らかにするな

ど、わが国のサービス産業の生産性向上に資する研究を行う。 

 
②新たな付加価値分析に関する研究 
第三者が、財務諸表から付加価値を計算できなくなっている状況をふまえ、現

状の公開情報をベースとした付加価値計算のあり方を検討し、企業横断的に労

働生産性を測定・比較を行うことのできる枠組みを研究する。また、従来の付加

価値分析のフレームワークについても、無形資産やリースなどの活用といった

今日的な視点を取り入れることを目的とした検討を行う。 
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③企業の生産性に関するアジア比較研究 
日本及びアジア諸国の企業の生産性について、アジア諸国の研究機関・研究者

などと連携しながら測定・比較を行い、日本企業の競争力などの現状や課題など

について生産性の観点から検討する。 

 
④企業の価格戦略・消費行動研究 
日本企業の生産性が低い一因として、激しい低価格競争の影響でコストに見

合う製品・サービス価格が設定しにくいことや過当競争による影響が指摘され

ている。こうした指摘について、定量的なデータから現状を把握するための研究

を行う。 

 
⑤日本及び主要国における産業別労働生産性水準比較 
２０１６年に発表した「日米産業別労働生産性水準比較」について、異なるデ

ータセットを利用することで最新年にアップデートするとともに、米国との比

較のみだった分析フレームを拡張し、英独仏など主要国との比較を試みる。 

 
⑥新技術（ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット化等）と働き方改革に関する研究 
工場などのＩｏＴ化、ロボット化の進展、さまざまな分野におけるＡＩ等の活

用が、企業経営や働き方に与える影響について、過去の機械化やＭＥ革命などの

時代とも比較しながら、有形・無形資産投資や人材育成の重要性を明らかにし、

働き方の将来について検討する。 

 
（２）生産性統計・分析 

鉱工業、非製造業の業種別労働生産性統計（月次・四半期の労働生産性上昇率、

労働生産性指数）を発表する。また、生産性の水準や推移を把握するため、国及

び産業別労働生産性の動向、日本及び世界各国の生産性比較（ＯＥＣＤ３５カ国

及び世界各国比較）等をとりまとめる。 
労働生産性及び全要素生産性に関する各種データを掲載する生産性データベ

ース（ＪＡＭＰ）の更新を行う。 

 

８．日本インダストリアル・エンジニアリング協会 

会長 坂本 秀行 日産自動車株式会社取締役副社長 

 

（１）年次大会 

第５９回全国ＩＥ年次大会を、７月に各地区生産性本部他関係団体の協賛を

得て実施する。企業トップの講演、モノづくり企業、サービス産業、産学連携の
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事例発表ならびに現場見学会を実施し、最新のモノづくり、人づくりに関する情

報を提供する。 

 

（２）協会誌「ＩＥレビュー」発行 

年間５回発行。毎回、時宜にあった特集テーマを設定して実務に直接役立つ情

報誌として会員に発送する。また本誌に掲載された論文・事例紹介の中から、毎

年、優秀な文献を全国ＩＥ年次大会にて「日本ＩＥ文献賞」として表彰する。 

 

（３）実践・研究交流 

テーマごとに交流会を設け、学識経験者やＩＥ専門家を中心に、参加者の意見

交換や技術交流なども交えながら、与えられたテーマの研究を行う。 

 

（４）教育・人材育成 

レベルに応じたＩＥ関係知識・技能の向上や人材育成のための場を提供する。 
 

①ＩＥ講座 

ＩＥの入門から実力養成、ＩＥ技法の応用・実践を目指す人材を養成する。 

 

②交流会 

経営・設計開発・製造での経営課題を取り上げ、講義や事例研究、ディスカッ

ションなどを通して探求する。短期コースから通年コースまで各種プログラム

を設定する。 

 

③セミナー 

日々変化する経営から製造現場の問題に至るテーマを取り上げ、学識経験者・

専門家の講演、事例発表、演習などにより最新情報と問題解決の糸口を提供する。 

 

④現場研修会（見学会） 

話題の企業を訪問し、訪問先と参加者の意見交換、現場見学により、生産方式

の動向や改善活動などについて知見を広げる。半日、１日、１泊２日のコースを

設定する。 
 

（５）国際交流 

海外視察団など、国際交流の活動を通じ、グローバルな生産体制のあり方など

の情報提供を行う。 
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（６）出張教育、コンサルティング 

講師やコンサルタントを各企業へ派遣し、企業内においてカスタマイズした

教育やコンサルティングを行う。 
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Ⅲ．人材育成事業 

 
１．組織の中核人材の育成 

（１）経営ビジョン事業 

経営者がビジョンや戦略を構築する上で重要となる、内外の政治・経済・経営

に関連する情報提供と交流の場であるセミナー、月例会事業を展開する。また、

次のトップ経営者候補が交流する場を継続的に設ける。 

さらに、経営の合理を超えた真理や実践知を見出すための経営トップの能力

練磨や、世界に通用するリーダー、次世代経営者を体系的に養成する事業（アー

ト・オブ・マネジメント・プログラム、チャレンジ・リーダーシップ・プログラ

ムなど）を実施する。 

 

（２）人材開発事業 

社会性と経済性の調和を図りながら、主体性をもって経営課題の解決にあた

ることができる「人づくり」、そのための「仕組みづくり」を企業セクター中心

に展開する。 

 

①企業内教育 

経営ビジョン事業や公開研修プログラム・テーマ別プログラムを個別企業独

自のプログラムにアレンジしたオリジナル教育を実施する（次世代リーダー・経

営幹部教育、管理者教育、中堅社員教育、新入社員教育、企業倫理教育、ロジカ

ルスキル教育、コミュニケーションスキル教育など）。 

 

②公開研修プログラム 

中堅企業の人材を中心とした階層別、スキル・テーマ別の公開型セミナーを実

施する（取締役・執行役員コース、経営戦略講座、上級管理者コース、マネジメ

ント・ディスカバリー、管理者基礎コース、職場リーダー基礎コース、リーダー

シップ開発コース、中堅社員コース、若手社員コース、新入社員コースなど）。 

 

③テーマ別セミナー 

人材育成、ビジネススキルを中心に最新の情報提供やスキル習得を目的とし

た事業を展開する（人事部長クラブ、論理的思考系セミナー、コミュニケーショ

ンスキル系セミナーなど）。 
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２．経営アカデミー 

名誉学長 野中 郁次郎 一橋大学名誉教授  

学  長 榊原 清則  中央大学大学院教授 

 

１９６５年に創設された我が国初の本格的なビジネススクールである「経営

アカデミー」は、学界の最先端理論と企業の実践力がぶつかり合う創発の場を通

して、グローバル時代に通用する「組織の中核的人材」を育成するとともに、組

織の枠を超えた人的ネットワークの形成を図る。 

 

（１）経営アカデミー・マスターコース 

トップマネジメント・コース      企業変革実践コース 

経営戦略コース            技術経営コース 

次世代グローバルリーダー総合コース  組織変革とリーダーシップコース 

マーケティング戦略コース       生産革新マネジメントコース 

人事革新コース            経営財務コース 

以上、計１０コースを開催する。 

 

（２）短期コース 

①マネジメント・ケイパビリティコース 

マネジメント・ケイパビリティ 養成コース（主任・課長クラス対象） 

マネジメント・ケイパビリティ 部長コース（部長クラス対象） 

マネジメント・ケイパビリティ 役員コース（取締役・執行役員クラス対象） 

養成コースについては、関西でも開催予定。 

 

 ②イノベーション・デザインコース 

 「善い価値コンセプトの創出とその事業アイデア構想」のための研究会を開催

する。人間活動がもたらす様々な課題を長期的かつグローバルな視点で議論し、

「善い目的」を事業として実践するイノベーターを養成する。 

 

 ③戦略タスクフォースリーダー養成プログラム 

 東京大学と共催で、ビッグデータ・ＩｏＴ・人工知能の活用、及び新事業開発

やビジネスモデル変革などの経営戦略を担う組織横断型戦略タスクフォースの

実践リーダー養成のプログラムを実施する。 

 

 ④技術経営研究事業 

日本の技術を活かし、グローバル競争の中で優位性を維持し、経営成果に結び
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つけていくための議論、交流を行う。本年度は「戦略的Ｒ＆Ｄマネジメント研究

会」「研究開発マネジャーコース」を開催する。 
 

（３）企業内アカデミー 

各コースで実施している内容をベースに個別企業の教育ニーズに合わせたオ

ーダーメイドのプログラムを作成し実施する。 

 

（４）生産性研究助成 

本制度は、学界の発展と生産性に関する研究を支援するため、経営アカデミー

創設２５周年である１９９０年に設置し、毎年、若手研究者の研究活動を助成し

ており、これまでに８１件を助成した。広く経営、労働、生産性などに関する領

域を研究する個人またはグループを助成対象としている。 

 

３．グローバル人材育成 

（１）グローバル経営支援 

企業・組織のグローバル人材育成のニーズに対応した研修事業を実施する。ま

た、海外技術協力事業において、本部の階層別教育等独自コンテンツを改編・現

地適用する過程で得られた知見、リソースをもとに、全局事業のグローバル展開

の支援も行う。 
 

（２）調査団・研修団の派遣 

欧・米・アジアの先進的な経営手法やベストプラクティスを学び経営革新へと

結びつけることを目的に、また異文化コミュニケーションやグローバルリーダ

ーシップを体験的に修得し、グローバルな視点を備えた人材の育成、今後も成長

が期待される東南アジアで活躍できるグローバル人材の育成に資することを目

的に海外研修・視察を実施する。 
 

（３）グローバル人材育成等 

グローバル人材育成は、わが国の産業の成長のために欠かすことが出来ない

喫緊の課題として認識し、グローバル・トップセミナー（新興国市場視察研修）、

グローバルリーダーシッププログラム（現地企業でのインターンシップ研修） 

を実施する。また多様なニーズにこたえられるプログラム開発を推進する。また、

ＡＰＩＣＳ（Advancing Productivity, Innovation, and Competitive Success）
と提携しているサプライチェーンマネジメントの国際資格ＣＰＩＭ（Certified 
in Production and Inventory Management）の認定事業を展開する。 
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Ⅳ．労使関係、ダイバーシティ推進 

 

１．労使関係 

（１）全国労働組合生産性会議（全労生）との連携 

議長 野中 孝泰  

全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員長 

 

 本会議は生産性運動に取り組む労働組合組織(２７産別、約５２０万人)で構

成される。グローバル時代における生産性運動の新展開を目指し、働き方、労使

関係、成果配分、労働組合のあり方を中心に調査研究活動及び普及啓発活動を進

める。２０１９年の設立６０周年にむけて、これまでの活動成果を振り返るとと

もに、労働組合として取り組む生産性運動の今後の在り方について検討を行う。 

 

（２）関東地方労働組合生産性会議（関東労生）との連携 

議長 大喜多 宏行 日産自動車労働組合中央執行委員長 

 

本会議は関東地方の生産性運動に取り組む企業別労組(９４組織)で構成され

る。会員労組の取り組む生産性向上の取り組みについて情報交換や生産性向上

課題の抽出を目的とする調査研究、さらにはその成果を踏まえた研究会、シンポ

ジウムの開催等の活動を行う。次代の組合役員育成に取り組む。 

 

（３）教育研修・セミナー 

 労使幹部及び実務者を対象に労使が直面する問題解決に資する情報提供やス

キル習得を目的としたセミナーを実施する（春闘セミナー、人事担当役員定例懇

話会、労組幹部政策懇話会、ユニオンリーダー養成講座等）。 

 最新の人事労務施策の導入や労使コミュニケーションの質的向上、労働組合

活動の活性化など、個々の企業や労働組合が抱える課題の解決支援に向けた教

育研修事業を展開する。 

 

（４）調査研究・情報発信 

①新たな雇用・労使関係システムに関する調査研究活動 
労働力人口の減少、ＩＴ化の進展、企業経営のグローバル化、雇用形態の多様

化など労働市場を取り巻く環境変化を踏まえ、産業・企業の持続的発展に向けた

雇用・労使関係システムのあり方について調査研究を行う。 
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②意識調査 
活力ある組織づくりと社員、組合員の活性化に向け、企業や労働組合を対象に

「社員満足度調査」「組合員意識調査」等の受託調査事業を展開する。 

 
２．ワークライフバランス、ダイバーシティの推進 

（１）ワークライフバランス、ダイバーシティの推進 

①ダイバーシティマネジメント・女性活躍支援 

性別や年齢、国籍などに関わらず、多様な人材が活躍できる社会の構築にむけ

て、テレワーク推進やハラスメントの防止、育児介護両立支援制度の構築等をテ

ーマとする公開研修や企業経営改革支援等の活動を行う。とりわけ女性が活躍

できる環境整備を重視し、女性役員、管理職比率の向上に注力する。 

 
 ②自治体のワークライフバランス、ダイバーシティ推進事業の支援 

 ワークライフバランスやダイバーシティの普及を目的に、自治体が推進する

優良企業認定等の事業をサポートし、実地調査やコンサルティング等の活動を

行う。自治体と協働して研修を行い、地域におけるワークライフバランスやダイ

バーシティ推進の取り組みの後押しをする。 

 

３．キャリア開発 

（１）教育研修・指導相談・人材育成 

①キャリア開発支援 

企業や労働組合におけるキャリア開発推進体制の構築支援や若年者、中高年

など幅広い年齢層に対するキャリア形成にむけた教育プログラムの開発、相談

指導、教育研修を実施する。 

また、国家資格化されたキャリアコンサルタントの養成事業や、キャリアコン

サルタント有資格者の能力向上事業等を拡充し展開する。 

 

②学生・若者のキャリア支援事業 

大学などの教育機関や企業に対して職業観の醸成や基礎的な実務能力の習得、

キャリア開発に関わる教育研修及びプログラム・ツールの企画・実施等を通じて

キャリア支援事業を展開する。 

 

③次世代を担う職業人の育成 

次代を担う人材の育成を目指し、新入社員教育の実施など若年職業人の教育

活動などに取り組む。また、ホワイトカラーを中心とした職業人のための専門能

力開発や自己啓発を支援する通信教育プログラムであるビジネス・キャリア事
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業の普及・拡大を図る（ビジネス・キャリア検定認定講座など）。 

 

④調査研究・情報発信 
新入社員「働くことの意識」調査を実施し、若年者の勤労観に関する時系列比

較などの分析や今日の若者像の探求を行い、その結果を発表する。さらに、大学

におけるキャリア教育や就職活動の支援、方策などについても関連情報を収集

し、提供する。 

 
４．雇用・人事・賃金 

（１）雇用システム研究センター 

所長 今野 浩一郎 学習院大学名誉教授 

 

①調査研究・情報発信 

雇用・人事・賃金に関する諸課題について、理論・政策・実務の各側面から調

査研究と提言・情報発信を行う。また、人材投資を支える新たな人事賃金制度を

提案し、普及・展開する。 

 

②人事・賃金セミナー 

人事・賃金・評価など関連諸制度の整備・改善に参考となる好事例・最新情報

を提供するとともに、「賃金管理士」などの専門家の養成・交流活動を行う（賃

金管理士養成講座、賃金教室セミナー、人事評価に携わる管理職向け講座、人事

労務基礎講座など）。 

 

③人事・賃金指導相談 

人事、賃金、評価など雇用処遇に係わる諸システムに関する診断・指導及び教

育活動を展開し、整備・改善のための実践的な提案・問題解決を行う。「公共部

門人事支援センター」「大学人事戦略クラスター」などでは、自治体など公共部

門、大学などの人事制度改革を支援する諸活動を推進する。 
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（２）日本人材マネジメント協会（ＪＳＨＲＭ）との連携 

会長 谷川 和生 三菱ガス化学株式会社社外取締役 

 
本協会（Japan Society for Human Resource Management：略称ＪＳＨＲＭ）

は、わが国を代表する人材マネジメントに関する専門の会員組織である。人材マ

ネジメントに関する調査研究、会員の交流や情報交換、ＨＲプロフェッショナル

の育成を目指した研修プログラムの提供などを通じて会員の能力向上の支援を

行う。 
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Ⅴ．ヘルスケア・マネジメント事業 

 

１．ヘルスケア・マネジメントの推進 

（１）メンタルヘルス・職場環境改善の推進 

①人と組織の健康づくり支援事業 

改正された労働安全衛生法により義務化されたストレスチェックの実施支援

と、組織・職場診断サービス、診断結果を踏まえた職場環境改善へのコンサルテ

ィングサービスを推進する。サーベイは実績豊かなＪＭＩ健康調査（心の定期健

康調査）と国の標準項目からなる職業性ストレス簡易調査票を活用する。また、

両者の要素を取り込んだ新規サーベイを開発し、上半期中に実施する。 

 

②研修教育事業 

ストレスチェックを起点として、職場や個々人のストレスマネジメント研修

やワークエンゲイジメント向上研修、職場でのワークショップ実施など実践的

改善策を提供する。 

 

（２）カウンセリング・マネジメントセンター 

 カウンセリングの考え方・技法を活用し、職場のコミュニケーションの活性化

や、メンタルケアなど職場を元気にするための多様な教育研修をソリューショ

ンとして提供する。様々な組織課題や各階層に対応した各種プログラムを公開

セミナー、企業内教育として展開する。企業内研修においては、定量・定性調査

の結果などを活かし、実践的な課題解決に資するプログラムを提供する。 

 

【研修プログラム】 

 育成型マネジメント研修、人事考課と育成面接研修、コーチング・ＯＪＴ研修、

メンタルケアマネジメント研修、ビジネスコミュニケーション研修、ファシリテ

ーション研修、アサーティブ行動研修など多数。 

 

（３）健康いきいき職場づくりフォーラム 

東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野と協同で、職場のメンタルヘ

ルスの新しい枠組みの確立にむけて事業活動を推進し、普及・啓発を図る。また、

ＩＣＴツールを活用したいきいきした職場・個人の実現を支援する。 

「健康いきいき職場づくり」とは、職場のメンタルヘルスの一次予防（不調者

を出さない）の新しい枠組みとして、いきいきとした労働者、一体感のある職場

づくりによって、組織の生産性向上を目指すものである。 
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①会員制度と定例セミナー 

健康いきいき職場づくりの普及啓発にむけた会員制度と会員を対象とした研

究成果や新しい知見を定期的に発表するための定例セミナーを実施する。また、

会員限定の職場訪問会を開催する。６月には企業関係者向けシンポジウムを、 

１２月には成果発表シンポジウムを開催する。 

 

②研究会の実施 

会員を対象とした研究会活動を実施する。Active Work Place 研究会（実践型

のグループコンサルティング形式の研究会）を予定する。また、健康いきいき職

場づくりに取り組む組織に対して、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）の観点か

ら、コンサルティング、研修、調査など多面的な支援を行う。 

 

③研究活動、事業開発 

国内外の最新動向のリサーチ、好事例収集、理論研究などの活動を行い、会員

企業の活動実践を支援するサービスを開発する。特にＩＣＴを活用して、職場で

働く個々人へ働きかけるツール開発に重点的に取り組む。 

 

２．健康促進事業の推進 

（１）健康保険組合への業務支援事業 

健保業務システムの提供を通じて、わが国の医療保険制度の支え手である健

康保険組合を支援し、事業運営の一層の生産性向上を図る。 

２０２０年度までに実施されるマイナンバー制度の新たな仕組みに対する健

保システムの改修を行い、利用組合への実務支援を行う。 

 

（２）ＩＣＴ化推進事業 

健康保険組合が保有する健診データやレセプト等のビッグデータを匿名化し

ながら、ヘルスケア分野での事業開発を積極的に推進する。特に健康保険組合

の母体企業における従業員の健康維持・増進が、企業の生産性向上に成果とし

て結び付く「健康経営」を推進する仕組みを健保・人事の両面から支援する。 
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Ⅵ．普及・促進事業 

 

１．産業界とのコミュニケーション 

（１）組織広報活動 

各種政策提言をはじめ生産性改革に資する情報を発信するとともに、本部諸

活動に関する広報活動を積極的に展開する。また、生産性運動の拡がりを目指し、

産業界をはじめ各界からの本部諸活動に対する支援や協力、参画を求めた組織

活動を推進する。 

特に、生産性運動に対する力強い支援者でもある賛助会員に対しては、そのニ

ーズの把握と事業への反映に努め、顧客価値の高い会員サービスを提供する。 

 

賛助会員を対象とした主な活動 

①普及活動 
・月例研究会等を通じた、生産性運動の今日的な意義と推進課題の提起 

・生産性運動に対する賛同者・支援者の拡大と本部諸活動に対する参加促進 

 

②情報提供 

・生産性新聞や生産性出版を活用した、生産性向上にむけた多様な情報の提供 

・本部諸活動の概況報告とともに、メールマガジンを通じた定期的（月２回発

行）な事業情報の発信 

 

③生産性向上への支援 

・無料経営相談などを通じて、先進的な生産性向上策の紹介や課題解決にむけ

た相談指導を実施 

 

２．全国生産性機関との連携 

生産性機関が相互に連携のもと、労使をはじめ１万余りの全国会員の協力参

加を求めながら、全国規模での生産性運動を推進する。 

 

（１）生産性向上のための事業展開 

サービス産業の生産性向上、ワークライフバランス推進、経営品質向上など、

企業・組織の生産性向上や人材育成にむけた事業を、全国生産性機関との連携を

深めつつ全国展開する。 
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３．メディア開発 

（１）様々なメディアを通じた生産性運動の情報発信 

①新聞事業 

生産性新聞では、各界の生産性向上への取り組みや関連情報をタイムリーに

報道する。日本サービス大賞、生産性に関する調査研究、日本アカデメイアなど

の特徴的な活動の情報発信のほか、サービス産業の生産性向上や働き方改革の

推進などに関する動向についても情報発信する。また、生産性研究に関する専門

家の寄稿や連載を随時掲載し、紙面の充実を図る。 

 

②書籍事業 

人材の育成・活用やトップリーダーの育成、経営革新、職場の活性化やサービ

ス産業の生産性向上などの専門書・実務書を、本部諸活動の成果やコンテンツを

活用しながら、企画・刊行する。併せて、生産性や賃金・雇用に関する統計や各

種労働関係統計を分析・加工した「活用労働統計」（年報）など労働関係の情報

資料や報告書・書籍を刊行するとともに、購読会員制度を維持し、労働関係調査

報告書、書籍の定期的な配布を行う。 
こうした書籍事業を通じ、専門家やビジネスパーソンのナレッジ習得に貢献

する。また、周年記念誌や社内マニュアル等、顧客ニーズに沿った受託制作に取

り組む。 

 

③手帳事業 

５０年を超える実績を持つ生産性手帳は、定番のニューエグゼクティブ手帳

やパーソナル手帳がビジネスパーソンに長年広く愛用されており、生産性向上

の身近なツールとして産業界に普及している。「時間を創造する」をテーマに、

ビジネスユースを中心に手帳・ダイアリーを制作・販売する。 

 

④映像事業 

映像教材は人材育成の領域で、新入社員・管理者教育・人事考課から労働安全

まで、４００を超えるアイテムを産業界に提供する。今日の人材育成課題や法改

正を踏まえ、関連商品のリニューアルなど教材の充実を図り、広く販売する。 

 

（２）Ｗｅｂ版研修施設便覧の運営 

総合的な研修施設案内であるＷｅｂサイト「全国研修施設便覧」の利便性を高

め、登録施設を増やしつつ、各種教育研修に貢献する。 
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公益財団法人 日本生産性本部 評議員 

 
2018 年 3 月 22 日現在 

榊原 清則 中央大学大学院 教授 

福川 伸次 （一財）地球産業文化研究所 顧問 （元通商産業事務次官） 

南雲 弘行 (公財）国際労働財団 理事長 

八野 正一 ＵＡゼンセン 副会長 

人見 一夫 （公財）日中技能者交流センター 理事長 

曽根 泰教 慶應義塾大学大学院 教授 

樋口 美雄 慶應義塾大学 教授 

石塚 邦雄 （株）三越伊勢丹ホールディングス 特別顧問 

今野 浩一郎 
学習院大学 名誉教授 

学習院さくらアカデミー アカデミー長 

加賀見 俊夫 （株）オリエンタルランド 代表取締役会長兼ＣＥＯ 

西原 浩一郎 連帯社会研究交流センター 運営委員会 委員長 

松井 忠三 
（株）松井オフィス 代表取締役社長 

（株）良品計画 名誉顧問 

宮川 努 学習院大学 教授 

山口 範雄 味の素（株） 特別顧問 

野田 三七生 情報労連 中央執行委員長 

松谷 和重 フード連合 会長 

野中 尚人 学習院大学 教授 

河野 真理子 （株）キャリアン 代表取締役 

川本 淳 自治労 中央執行委員長 

泉谷 直木 アサヒグループホールディングス（株） 代表取締役会長兼 CEO 

大北 隆典 生保労連 中央執行委員長 

関根 愛子 日本公認会計士協会 会長 

平川 純二 ＪＥＣ連合 会長 

谷口 将紀 東京大学 教授 

相原 康伸 連合 事務局長 

増田 光儀 ＪＰ労組 中央執行委員長 

神田 健一 基幹労連 中央執行委員長 

安河内 賢弘 ＪＡＭ 会長 

  

＜資 料＞ 
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公益財団法人 日本生産性本部 理事及び監事 
 

2018 年 3 月 22 日現在 

会長（代表理事） 茂木 友三郎 キッコーマン（株） 取締役名誉会長 取締役会議長

名誉会長 牛尾 治朗 ウシオ電機(株) 代表取締役会長 

副会長 佐々木 毅 (公財)明るい選挙推進協会 会長 

副会長 大田 弘子 政策研究大学院大学 教授 

副会長 小島 順彦 三菱商事（株） 相談役 

副会長 神津 里季生 連合 会長 

副会長 有富 慶二 ヤマトホールディングス(株) 特別顧問 

副会長 遠山 敦子 (公財)トヨタ財団 理事長 

副会長 野中 孝泰 
全国労働組合生産性会議 議長 

電機連合 中央執行委員長 

理事長(代表理事) 前田 和敬 (公財)日本生産性本部 

常務理事(業務執行理事） 大川 幸弘 (公財)日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 尾崎 陽二 (公財)日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 澤田 潤一 (公財)日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 原 賢一 (公財)日本生産性本部 

理事 大橋 洋治 ＡＮＡホールディングス(株) 相談役 

理事 小島 明 (一社)世界貿易センター東京 会長 

理事 小野寺 正 ＫＤＤＩ(株) 取締役会長 

理事 金丸 恭文 
フューチャー(株)  

代表取締役会長兼社長グループ CEO 

理事 新浪 剛史 サントリーホールディングス(株) 代表取締役社長 

理事 岸本 薫 電力総連 会長  

理事 難波 淳介  運輸労連 中央執行委員長 

理事 松浦 昭彦 ＵＡゼンセン 会長 

理事 大八木 成男 帝人(株) 取締役会長 

理事 田川 博己 (株)ＪＴＢ 代表取締役会長 

理事 髙倉 明 自動車総連 会長 

 

監事 宮嵜 孝文 紙パ連合 中央執行委員長 

監事 本田 勝彦 日本たばこ産業(株) 顧問 
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公益財団法人 日本生産性本部 幹事会幹事 
 

2018 年 2 月 28 日現在 

青井 浩 (株)丸井グループ 代表取締役社長 

青木 健 全国ガス労働組合連合会 中央執行委員長 

青柳 俊一 千葉県生産性本部 会長 

(株)千葉興業銀行 取締役頭取 

新井 賢太郎 (一社）栃木県生産性本部 会長 

栃木県経営品質協議会 会長 

安藤 忠雄 建築家 

飯田 昌弥 オイレス工業（株） 代表取締役社長 社長執行役員 

飯沼 寿也 三越伊勢丹グループ労働組合 本部執行委員長 

飯村 幸生 (一社)日本工作機械工業会 会長 

池田 祥護 (公社) 日本青年会議所 会頭 

石合 弘二 セブン＆アイグルーフﾟ労働組合連合会 会長 

石川 和孝 (公社)東京青年会議所 理事長 

石毛 博行 (独)日本貿易振興機構 理事長 

石田 昭浩 電力総連 事務局長 

石嶺 傳一郎 (一社）沖縄県生産性本部 会長 

沖縄電力(株） 代表取締役会長 

泉 雄一郎 日本教職員組合 中央執行委員長 

磯田 裕治 （一社）日本船主協会 副会長 

伊藤 雅彦 （一社）日本電線工業会 会長 

井上 淳 日本チェーンストア協会 専務理事 

井上 治  住友電気工業（株） 取締役社長 

今村 隆郎 日清オイリオグループ（株） 代表取締役会長 

岩井 奉信 日本大学 教授 

岩本 潮 全日本電線関連産業労働組合連合会 中央執行委員長 

岩本 敏男 (株)ＮＴＴデータ 代表取締役社長 

上野 孝 横浜商工会議所 会頭 

宇治 敏彦 中日新聞東京本社 相談役・特任論説担当 

内山 俊一 （一社）日本鉄鋼連盟 専務理事 

宇部 文雄 東北生産性本部 会長 

東北電力(株) 特別参与 

梅森 徹 （一社）全国地方銀行協会 常務理事 

瓜生 道明 九州電力(株) 代表取締役社長 

江崎 玲於奈 横浜薬科大学 学長 
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海老塚 清 (一社)日本電機工業会 専務理事 

大塚 岩男 （一社）全国地方銀行協会 副会長 

大坪 清 (公財)関西生産性本部 会長 

レンゴー(株) 代表取締役会長兼社長 

大西 健造 全国社会保険労務士会連合会 会長 

大平 康彦 東京ガス労働組合 執行委員長 

大森 唯行 新日鉄住金労働組合連合会 会長 

大宅 映子 評論家 

(公財)大宅壮一文庫 理事長 

岡澤 憲芙 早稲田大学 名誉教授 

岡本 圀衞 日本生命保険（相） 代表取締役会長 

岡本 毅 （一社）日本ガス協会 会長 

奥村 栄二 全東レ労働組合連合会 会長 

奥村 洋彦 学習院大学 名誉教授 

押尾 信明 石油連盟 常務理事 

小田 尚 読売新聞東京本社 取締役副社長 論説担当 

海輪 誠 東北電力（株） 取締役会長 

風間 利彦 神奈川県生産性本部 会長 

(株) 横浜スカイビル 代表取締役社長 

春日部 美則 日本ゴム産業労働組合連合 中央執行委員長 

勝野 哲 電気事業連合会 会長 

香藤 繁常 昭和シェル石油（株） 顧問 

加藤 泰彦 （一社）日本造船工業会 会長 

加藤 芳基 セラミックス産業労働組合連合会 書記長 

金井 誠太 マツダ(株） 代表取締役会長 

金子 晃浩 自動車総連 事務局長 

茅   陽一 東京大学 名誉教授 

川崎 秀一 （一社）情報通信ネットワーク産業協会 会長 

河端 照孝 （一財）経済産業調査会 特別顧問 

北川 正恭 早稲田大学 名誉教授 

木村 昌平 日産車体（株） 代表取締役兼社長執行役員 

木元 教子 評論家・ジャーナリスト 

久和 進 北陸電力(株) 取締役会長 

楠 正夫 (株）トクヤマ 代表取締役会長執行役員 

工藤 健二 日本原燃(株） 代表取締役社長 社長執行役員 

久保 直幸 全国労働組合生産性会議 事務局長 
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久保田 俊平 日本建設産業職員労働組合協議会 議長 

熊谷 克夫 東芝労働組合 中央執行委員長 

久米 正一 （一社）日本自動車連盟 専務理事 

公文 俊平 多摩大学情報社会学研究所 所長 

黒川 清 政策研究大学院大学 客員教授 

桑原 敬行 全国本田労働組合連合会 会長 

郡司 典好 全日産・一般業種労働組合連合会 会長 

神津 カンナ 作家・エッセイスト 

小谷 進 パイオニア(株) 代表取締役兼社長執行役員 

古怒田 和史 富士フイルム労働組合 中央執行委員長 

小林 栄三 伊藤忠商事(株) 会長 

小林 栄三 （一社）日本貿易会 会長 

小林 研一 （一社）生命保険協会 副会長 

菰田 正信 三井不動産(株） 代表取締役社長 

斎藤 保  （株）ＩＨＩ 代表取締役会長 

佐伯 卓 (一財)中部生産性本部 会長 

東邦ガス(株) 取締役相談役 

佐伯 勇人 四国生産性本部 会長 

四国電力(株) 取締役社長 

堺井 晴彦 協和発酵キリングループ労働組合連合会 会長 

堺屋 太一 作家・経済評論家 

榊原 定征 東レ(株) 相談役最高顧問 

坂田 幸治 東京電力労働組合 中央執行委員長 

坂本 達哉 日立製作所労働組合 中央執行委員長 

笹島 芳雄 明治学院大学 名誉教授 

佐藤 秀樹 中外製薬労働組合 中央執行委員長 

佐和 隆光 京都大学 名誉教授 

澤田 秀雄 Ｈ．Ｉ．Ｓ．グループ 代表 

澤田 浩 日本製粉(株） 代表取締役会長 

志賀 俊之 日産自動車(株) 取締役副会長(執行役員) 

島  大貴 航空連合 会長 

島田 晴雄 公立大学法人首都大学東京 理事長 

清水 春樹 (公財)国際労働財団 顧問 

清水 希茂 中国生産性本部 会長 

中国電力(株) 取締役社長 

白川 修二 健康保険組合連合会 副会長 専務理事 
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新藤 宗幸 (公財)後藤・安田記念東京都市研究所 理事長 

杉山 武彦 (公財)高速道路調査会 理事長 

菅野 和夫 東京大学 名誉教授 

鈴木 弘治 (株）髙島屋 取締役会長 

鈴木 泰信 ＮＴＮ（株） 相談役 

諏訪 康雄 法政大学 名誉教授 

清家 篤 慶應義塾大学 慶應義塾学事顧問・商学部教授 

関根 洋祐 新潟県生産性本部 会長 

髙橋 進 (一財）住宅生産振興財団 前会長 

田口 晶子 ＩＬＯ駐日事務所 駐日代表 

田倉 正司 印刷情報メディア産業労働組合連合会 中央執行委員長 

武田 建 味の素労働組合 中央執行委員長 

竹中 平蔵 東洋大学 教授 

慶應義塾大学 名誉教授 

田﨑 史郎 時事通信社 特別解説委員 

多田 正世 日本製薬団体連合会 会長 

田中 優次 (公財)九州生産性本部 会長 

西部ガス(株) 代表取締役会長 

田中 一穂 （株）日本政策金融公庫 代表取締役総裁 

玉木 洋 （一社）福井県経営品質協議会 会長 

千葉 昭 四国電力(株) 取締役会長 

綱島 和彦 ＪＦＥスチール労働組合連合会 中央執行委員長 

鶴岡 光行 全トヨタ労働組合連合会 会長 

寺本 義也 ハリウッド大学院大学 教授 

メイウシヤマ総合研究所 所長 

徳能 大介 全国銀行員組合連合会議 議長 

巴   政雄 東京急行電鉄（株） 代表取締役 副社長執行役員 

冨山 和彦 (株)経営共創基盤 代表取締役 ＣＥＯ 

豊田 正和 (一財)日本エネルギー経済研究所 理事長 

鳥越 茂 小田急商業労働組合連合会 会長 

中江 公人 (一社）全国労働金庫協会 理事長 

長澤 豊  全国農業協同組合連合会 会長 

中西 輝政 京都大学大学院 名誉教授 

中村 𠮷伸 住友重機械工業(株) 代表取締役会長 

中家 徹  全国農業協同組合中央会 会長 

永山 治 中外製薬（株） 取締役会長・ＣＥＯ 
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西尾 勝 地方公共団体情報システム機構 前理事長 

野寺 康幸 (一社）全国中小企業勤労者福祉サービスセンター 会長 

野中 郁次郎 一橋大学 名誉教授 

日本学士院 会員 

羽山 正孝 日本製紙連合会 理事長 

檜垣 次郎 関西電力労働組合 本部執行委員長 

久重 道正 全国マツダ労働組合連合会 会長 

平河内 和彦 静岡県東部生産性本部 会長 

矢崎エナジーシステム(株) 沼津製作所長 

布施 孝之 ビール酒造組合 会長代表理事 

振角 秀行 （一社）信託協会 専務理事 

細見 典男 日本水産(株) 代表取締役会長 

本田 英一 日本生活協同組合連合会 代表理事会長 

正木 良剛 東急百貨店グループ労働組合 中央執行委員長 

町田 久 群馬県生産性本部 会長 

(株)渋川製作所 代表取締役社長 

松井 鉄也 プリマハム（株） 代表取締役社長 

松岡 萬里野 全国消費者協会連合会 会長 

松岡 裕次 日本鉄道労働組合連合会（ＪＲ連合） 会長 

松下 功夫 ＪＸTG ホールディングス（株） 相談役 

松本 正義 （公社）関西経済連合会 会長 

住友電気工業(株) 取締役会長 

水野 明久 中部電力(株) 代表取締役会長 

宮井 淳 損害保険労働組合連合会 中央執行委員長 

宮内 義彦 オリックス(株) シニア・チェアマン 

宮城 まり子 法政大学 教授 

村上 晃彦 トヨタ自動車（株） 専務役員 

室町 正志 （株）東芝 特別顧問 

森   昌弘 北海道生産性本部 会長 

北海道電力（株） 代表取締役副社長 副社長執行役員 

安井 義博 ブラザー工業(株) 相談役 

柳   正憲 （株）日本政策投資銀行 代表取締役社長 

矢野 義博 （一社）日本自動車工業会 理事・事務局長 

山内 隆司 （一社）日本建設業連合会 会長 

山木 利満 (一社)日本民営鉄道協会 会長 

山口 浩一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長 
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山田 俊和 キリンビール労働組合 中央執行委員長 

山田 吉隆 埼玉県生産性本部 会長 

川口化学工業(株) 取締役社長 

山名 昌衛 コニカミノルタ（株）取締役 代表執行役社長 

𠮷井 眞之 全日本金属産業労働組合協議会 顧問 

和田 孝雄 パーソナルテンプスタッフ(株) 代表取締役社長 

渡邉 健二 日本通運（株） 代表取締役会長 

渡辺 利夫 拓殖大学 学事顧問 

渡部 肇史 電源開発（株） 代表取締役社長 

渡辺 宏 （一社）日本化学工業協会 専務理事 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予  算 





公益財団法人　日本生産性本部

正 味 財 産 増 減 計 算 書　（予算） 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで
（単位：千円）

公1 公2 公３ 公４ 収１ 収２ 収３ 収４

合　計
社会労働

事業
経営支援

事業

国際交流･
海外技術
協力事業

組織広報
事業

公益共通
公益事業

計
経営革新

事業

社会情報
システム事

業

メディア開
発事業

経営診断・
指導事業

収益事業
計

法人会計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　①基本財産運用益 5,000 0 0 5,000

　　　②特定資産等運用益 45,000 0 0 45,000

　　　③受取会費 174,000 26,000 148,000 174,000 0

　　　④受取寄附金 158,000 158,000 158,000 0

　　　⑤事業収益 7,586,000 1,335,000 1,391,000 630,000 55,000 3,411,000 735,000 2,420,000 210,000 810,000 4,175,000

　　　⑥政府委託事業収益 160,000 80,000 80,000 160,000 0

　　　⑦受取補助金 300,000 300,000 300,000 0

　　　⑧雑収益 3,000 0 0 3,000

　経常収益計 8,431,000 1,573,000 1,717,000 710,000 55,000 148,000 4,203,000 735,000 2,420,000 210,000 810,000 4,175,000 53,000

　（２）経常費用

　　　①事業費

　　　　　給料手当等 2,425,000 657,000 681,000 286,000 170,000 1,794,000 242,000 185,000 62,500 141,500 631,000

　　　　　退職給付費用 176,000 44,000 50,000 18,000 13,000 125,000 21,500 12,500 5,500 11,500 51,000

　　　　　減価償却費 79,000 26,000 22,000 2,000 1,000 51,000 2,000 23,000 1,000 2,000 28,000

　　　　　事業費 6,063,000 1,828,000 1,254,000 573,000 72,000 3,727,000 285,500 1,332,000 135,000 583,500 2,336,000

　　　　事業費計 8,743,000 2,555,000 2,007,000 879,000 256,000 0 5,697,000 551,000 1,552,500 204,000 738,500 3,046,000

　　　②管理費

　　　　　給料手当等 53,000 0 0 53,000

　　　　　退職給付費用 6,000 0 0 6,000

　　　　　減価償却費 1,000 0 0 1,000

　　　　　管理費 29,000 0 0 29,000

　　　　管理費計 89,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 89,000

　経常費用計 8,832,000 2,555,000 2,007,000 879,000 256,000 0 5,697,000 551,000 1,552,500 204,000 738,500 3,046,000 89,000

　当期経常増減額 △ 401,000 △ 982,000 △ 290,000 △ 169,000 △ 201,000 148,000 △ 1,494,000 184,000 867,500 6,000 71,500 1,129,000 △ 36,000

　当期一般正味財産増減額 △ 401,000 △ 982,000 △ 290,000 △ 169,000 △ 201,000 148,000 △ 1,494,000 184,000 867,500 6,000 71,500 1,129,000 △ 36,000

　一般正味財産期首残高 12,765,511 △ 3,595,739 396,099 △ 36,973 △ 1,206,061 10,549,447 6,106,773 1,178,863 2,919,195 △ 209,064 356,448 4,245,442 2,413,296

　一般正味財産期末残高 12,364,511 △ 4,577,739 106,099 △ 205,973 △ 1,407,061 10,697,447 4,612,773 1,362,863 3,786,695 △ 203,064 427,948 5,374,442 2,377,296

Ⅱ　正味財産期末残高 12,364,511 △ 4,577,739 106,099 △ 205,973 △ 1,407,061 10,697,447 4,612,773 1,362,863 3,786,695 △ 203,064 427,948 5,374,442 2,377,296

（経常費用比率） 100.00% 28.93% 22.72% 9.95% 2.90% 0.00% 64.50% 6.24% 17.58% 2.31% 8.36% 34.49% 1.01%

科　　　　　　目
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